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研究成果の概要（和文）： 

本研究課題では、「探求の共同体」フレームワークに基づいた CMCベースのプロジェクト
学習支援システムを開発し、評価した。本システムは社会的存在感の可視化機能、チャッ
ト機能、ログイン時間表示機能とコンセプトマップ作成機能から構成される。先行研究、
ならびに研究代表者による調査結果に基づいてデザインし、それぞれの機能が「探求の共
同体」の構成要素である社会的存在感、認知的存在感を高め、学習が活発になることが予
想されるものである。効果検証の結果、形成的評価と実践的評価を通じて、社会的存在感、
認知的存在感を高め、発言のしやすさ、他のメンバーから認められること、議論の整理統
合、などの学習活動を促進していることが示された。 
 
 
研究成果の概要（英文）： 
This study aims to develop and evaluate a CMC tool for the support of project-based 
learning in out-of-class, based on “CoI(Community of Inquiry) Framework. The tool 
consists of four parts: social presence mapping, chat display, log-in time display and 
concept mapping, which combine to enhance social and cognitive presences and 
encourage learning behavior, such as active discussion, found in previous research and 
investigation for this system design. Evaluated in terms of social presence and 
contribution to learning, each function of this system is shown to have a positive effect 
on learning such as perceived ease of utterances, acknowledgement, integration of 
group members’ ideas through formative and practical evaluation.  
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１．研究開始当初の背景 
近年、高等教育において、実践的な問題解決
能力の育成の必要性からプロジェクト学習
が注目されている。しかし、プロジェクト学
習を行う上でいくつかの問題がある。1 つは
社会的手抜き（亀田, 1997）に代表されるプ
ロジェクトにおける分業がうまくなされな
いことである。2 つ目の問題はプロジェクト
学習を行う時間と場所の確保が難しいこと
である(西森ら、2005)。以上の問題に対し、
プロジェクト学習支援のために電子掲示板
などのコンピューターを介したコミュニケ
ー シ ョ ン (Computer-Mediated 
Communication: 以下、CMC と略す)を利用す
ることが増えてきているが、オンラインでは
リアルタイムでプロジェクト学習の遂行が
難しいために、学習者が個人主義に陥ること 
(Bulu & Yildirim, 2008)、または雑談が増
え、プロジェクト学習遂行に貢献する発言が
少なくなる(Ellis, 2004)ことが指摘される。
これら問題はメンバー間の信頼感やタスク
の達成度にも影響し、適切な支援が求められ
る (van Rooij, 2009)。これまでもプロジェ
クト学習などの協調学習では CMC ツールは利
用されてきており、臨場感が高く、学習の満
足度が高くなる(Gunawardena et al, 1997; 
佐藤ら, 2005)といった有効性が認められて
いる。近年では SNS(Social Networking Site)
を利用することで、学習共同体としての一体
感を高める工夫などもされている。しかし、
従来の研究では情意面における有効性が主
張されているが、CMC ツールがプロジェクト
学習の遂行にどのように支援し得るものか
説明されているものはほとんどないため、先
行研究では学習の情意面から実際のプロジ
ェクト遂行まで説明するには不十分である。 
 本研究は「探求の共同体」フレームワーク
(Garrison et al, 2004)に着目し、学習者の
動機付けからプロジェクト学習遂行に貢献
する CMCツールを開発し、そのツールの評価、
ならびにそのツールを利用した授業案の提
案を目的とする。「探求の共同体」とは、議
論等の目的を持った批評的談話、内容の理解
や意味を構築していくための学習コミュニ
ティであり、そのフレームワークは、「探求
の共同体」を充実したものとするための構成
要素を表す。「探求の共同体」は社会的存在
感・認知的存在感・教授的存在感の 3つから
構成される。社会的存在感とはもともと社会
心理学の研究知見である。その定義は「メデ
ィアを介した相互作用によって、相手がそこ
にいると感じられる程度」と訳される(Short 
et al , 1976 など)。たとえば、社会的存在
感は絵文字の利用や個人的経験を語るとい
った親近感(Intimacy)と返答のスピードや
表情による反応など即時性(Immediacy)が関

係しているとされる(Gunawardena, 1995)。
認知的存在感は、直接的に成果に影響するも
のであり、結果として能力向上にも影響する。
認知的存在感とは「批判的思考能力など、高
次の能力育成に関係する発言、相手と自分の
意見を統合させる発言や行為は認知的存在
感に当たるとされる。教授的存在感は「学習
過程や成果を管理・監視をしながら、学習者
のコミュニケーションを方向付けること」と
定義される(Garrison & Anderson, 2004)。
例えば発言のルールを作る発言や各種作業
の期限を決める発言などが含まれる。教授的
存在感は学習支援に有効な指標である。3 つ
の存在感により、「探究の共同体」は活性化
し、パフォーマンスが高くなることが期待さ
れる。 
 

２．研究の目的 

本研究は「探求の共同体」フレームワーク
(Garrison et al, 2004)に着目し、学習者の
動機付けからプロジェクト学習遂行に貢献
する CMCツールを開発し、そのツールの評価、
ならびにそのツールを利用した授業案の提
案を目的とする。具体的には、本研究では受
講者の分業を支援するために各受講者の作
業の関連性と作業履歴を可視化するマップ
ツールと CMC ツールの開発を行う。各メンバ
ーの発言がどの作業に関連しているか、アノ
テーションも可能にし、プロジェクト遂行に
方向付ける支援を行う。存在感可視化機能で
は、各種存在感に関する発言の割合を算出し、
学習共同体意識の強さを推測する。その強さ
を色の濃淡や明暗などで可視化を行い、各種
存在感と関連したアイコンを表示させるこ
とで、メンバー間の情意面・プロジェクト遂
行の支援を行う。 
 
３．研究の方法 
最初に先行研究レビューに基づいて、社会的
存在感、認知的存在感、教授的存在感の概念
整理を行う。その結果に基づいて、システム
の設計を行うこととした。設計したものにつ
いてプロトタイプの開発を行い、「探求の共
同体」フレームワーク評価尺度を用いた質問
紙、発言ログにより、形成的評価を行った。
形成的評価の結果に基づき、システムを改修
し、形成的評価と同様の方法で実践的評価を
行った。発言データについては、Shea et al 
(2008)の Indicator を用いて、社会的存在感
と認知的存在感のタグ付けを行い、分類を行
った。 
 
４．研究成果 
デザインを検討すべく、学習管理システム上
で議論を導入している授業の観察を行った。
授業の受講者は 75 名であった。授業外の活



動として、授業内で設定されたテーマについ
て議論を行うというものであった。観察対象
となった授業における授業外における学習
支援においては、教授的存在感に関する発言
がない状態であった。そのため、社会的存在
感と認知的存在感という、学習者の活動に関
する部分に焦点化し、調査を行った。「探求
の共同体」尺度、ならびに発言についてパス
解析を行い、各要素のその結果、社会的存在
感は認知的存在感に正の効果があることが
わかった。また、社会的存在感から社会的存
在感に関わる発言に対しては正の効果、つま
り、社会的存在感が意識的に高められ、社会
的存在感に関する発言が増えることが示さ
れた。また社会的存在感に関する発言が増え
ると、議論に関わる認知的存在感に関する発
言が増えることも示された。この結果により、
社会的存在感の支援により、認知的存在感を
高められることが示され、プロジェクト学習
支援システムにおいて社会的存在感を高め
るための機能の開発を主に行うこととした。 
 社会的存在感の可視化については、形成的
評価用いた、Shea et al (2008)の発言分類
を用いて、CMC ツール上で社会的存在感を高
める用語を検索するアルゴリズムを開発し
た。検索し、ヒットした場合、社会的存在感
に関する発言を 1つカウントし、その累積で
プロジェクト学習を行うグループ内の社会
的存在感の程度を可視化するシステムを開
発した。また、他のメンバーのログイン時間
表示機能、学習者の認知的活動を支援するコ
ンセプトマップ作成機能、コンセプトマップ
を画像化して保存する機能の開発を行った。
プロトタイプのシステムインターフェース
は図 1と 2の通りである。 
 

図 1：社会的存在感の可視化機能 
 
プロトタイプに対して、実際の授業にて、
形成的評価を行った。受講者は 30 名であ
った。授業外活動として、テーマを与え、
ディスカッションをし、その結果を、コン
セプトマップを添付したレポートとして
提出するものであった。その結果、コンセ

プトマップ作成機能、ログイン時間表示機能
により、社会的存在感が高められることが示
されたが、社会的存在感の可視化機能につい
ては有効性が認識されなかった。その理由に
ついてインタビューを行ったところ、表示の
インターフェースがわかりにくく、盛り上が
っているのかどうか認識しにくいことが示
された。具体的には、何がどうなればグルー
プが活発化するのかわからないところ、社会
的存在感に関する発言をすると、グループに
どういう影響があるのか、意識しにくく、内
省が働かないことが示された。また、発言数
については、グループによって、差があり、
一定の有効性が示されなかったが、社会的存
在感に関わる発言が多いグループは認知的
存在感に関わる、情報探索や意見の統合に関
する発言が有意に多い結果がとなった。 

図 2；チャット、ログイン時間、コンセプト
マップ作成機能 
 
 形成的評価の結果を踏まえ、社会的存在感
の可視化機能の改善を行った。社会的存在感
の発言主体、メンバーの関係性を検討し、個
人が社会的存在感に関する発言を行った場
合、個人の社会的存在感が強くなるため、個
人を示すオブジェクトを変化させること、ま
たその発言の相手がある個人なのか、全体な
のかで分類し、個人であれば、個人間の関係
性を強くするように可視化すること、全体で
あれば、全体が活発化していることを示すよ
うに再設計し、改修を行った。図 3が改修後
の可視化インターフェースである。 

図 3：改修後の可視化インターフェース 



 
上記システムについて実践的評価を行った。
手法は形成的評価と同様の方法を用いて行
ったが、可視化機能とログイン時間表示機能
の有無で社会的存在感、認知的存在感に違い
があるかどうか、検証を行った。授業外に行
ったタスクは形成的評価の時と同じもので
ある。授業の受講者は 11 名であった。 
 その結果、社会的存在感可視化機能により、
グループが活発するように発言を調整する
意識が働くこと、ログイン時間表示機能によ
り、相手の存在感が高められることが有意に
高くなることが示された。またログイン時間
表示機能により、有意傾向ではあるが、グル
ープの所属感が高められることも示された。
機能の有無で社会的存在感の単純加算得点
の平均値に対して比較したところ、有意な差
がなかった。項目について分析したところ、
「言いたいことが伝えやすい」「意見が周り
に受け入れられた」感覚が有意に高くなるこ
とが示された。 
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